
 

 

 
 

 
 
 
 

平成 22 年度税制改正要望の結果概要（総務省関係） 
 
 
本日、平成 22 年度税制改正大綱が決定されました。このうち、総務

省の主要要望関係部分の概要は別添のとおりです。 
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別添 

 
平成 22年度税制改正 主要要望結果の概要 

 

※措置内容については、参考資料の該当頁を参照。 

 

Ⅰ 国税 

１ 中小企業等基盤強化税制の拡充、情報基盤強化税制の廃止〔所得税、

法人税〕 

中小企業等基盤強化税制を拡充し、資本金の額等が 1 億円以下の法人が情報基盤

強化設備（IDS/IPS，WAF）等を取得する際に、取得価格の税額控除又は特別償却を

認める措置を追加する。 

     また、これに伴い、情報基盤強化税制は適用期限の到来をもって廃止する（平成

21年度末）。 

 

 ２ 過疎地域における事業用設備等の特別償却の対象事業の拡充及び延長

〔所得税、法人税〕 

過疎地域内で個人又は法人が事業の用に供する設備等を新増設した場合に特別償

却が認められる業種の対象から、ソフトウェア業を除外し、コールセンターを追加

した上で、適用期限を 1年延長する。 

（※過疎地域自立促進特別措置法の改正（延長）が前提） 

 

 ３ 過疎地域における事業用資産の買換えの場合の課税の特例措置〔所得

税、法人税〕 

過疎地域外にある建物等の事業用資産を譲渡し、過疎地域内にある事業用資産を

取得する場合において、当該譲渡による譲渡益の一部に対する課税の繰延べを認め

る措置について、現行の過疎地域自立促進特別措置法の失効後も、同法による特例

措置（課税の繰延べ）を継続する。 

（※過疎地域自立促進特別措置法の改正（延長）が前提） 

 

 ４ 非居住者等の受け取る振替地方債の利子に係る非課税手続の簡素化及

び非課税対象者等の拡充〔所得税、法人税〕 

海外投資家（非居住者、外国法人等）が受け取る振替地方債の利子に係る非課税

手続を簡素化するとともに、非課税対象者の範囲等を拡充する。 

 



 
 

 ５ 非居住者等の受け取る振替地方公共団体金融機構債券等の利子等に係

る非課税制度の創設〔所得税、法人税〕 

海外投資家（非居住者、外国法人等）が受け取る振替地方公共団体金融機構債券

等の利子等に係る非課税制度を創設する。（適用期限を３年とする。） 

 

 〔参考〕郵便貯金銀行及び郵便保険会社が郵便局株式会社に業務委託する際に支払う

手数料に係る消費税の非課税措置の創設〔消費税〕 

   郵便貯金銀行、郵便保険会社、郵便局会社等に係る税制上の措置については、消費税を含

む税制の基本的な考え方等に基づき、国会や与党におけるこれまでの議論、「郵政改革の基本

方針」（平成 21 年 10 月 20 日閣議決定）等に沿った検討も踏まえつつ、ユニバーサルサービ

スの担保等のための政策のあり方の観点から、所要の検討を行う。 

 

Ⅱ 地方税 

 １ 合併市町村における課税免除又は不均一課税等の特例措置の延長〔個

人住民税等〕 

市町村の合併後、一定期間課税をしないことまたは不均一の課税をすることがで

きること等の措置について、平成 21 年度末で失効する市町村の合併の特例等に関

する法律の延長に伴い、当該特例措置を延長する。 

 

 ２ 地方独立行政法人に係る非課税措置の拡充〔不動産取得税等〕 

    新設型地方独立行政法人のうち、成立の前日に地方公共団体が行っていた業務の

みを行うものについては、非課税とする措置を講ずる。 

 

 ３ ブロードバンドによる情報格差解消税制（次世代ブロードバンド基盤

を構築する施設に係る課税標準の特例措置）〔固定資産税〕 

電気通信基盤充実臨時措置法に基づき実施計画の認定を受けた電気通信事業者等

が一定の設備を取得した際の固定資産税について課税標準を 2/3、3/4 又は 4/5 とす

る措置につき、対象者を資本金の額又は出資金の額が５０億円未満の事業者に限定

するとともに、対象設備に電気通信事業用 IP アドレス変換装置等を追加する。また、

平成 22年度末の適用期限の到来をもって廃止する。 

 

 ４ 地縁による団体（自治会・町内会等）に係る非課税措置の創設〔不動

産取得税〕 

特例民法法人の業務を承継するために設立された認可地縁団体が、平成 22 年 4

月 1 日から平成 25 年 11 月 30 日までの間に解散した当該特例民法法人からその残

余財産を取得するに際して、その承継に係る不動産取得税を課さないこととする。 



取得価額の７％の税額控除又は３０%の特別償却

資本金１億円以下の中小企業者（大規模法人（資本金1億円超）子会社等を除く。）

○情報基盤強化税制について対象を中小企業者に限定し、中小企業等基盤強化税制に位置付ける。
○また税額控除、特別償却の対象にＩＤＳ／ＩＰＳ，ＷＡＦ等を追加する。

対象者

課税特例

取得価額要件

資本金 投資額

資本金１億円以下の中小企業者
７０万円以上

（取得した対象設備の合算）

（１）①サーバ用OS※、②OSがインストールされたサーバ、③仮想化ソフトウェア※

（２）①データベース管理ソフトウェア(DBMS) ※、② ①＋当該DBMSの機能を利用するアプリケーションソフトウェア
（３）連携ソフトウェア※

（４）ファイアウォール※【（１）～（３）と同時設置】

（５）①ＩＤＳ／ＩＰＳ※、②ＷＡＦ※【（１）～（３）と同時設置】

※ ISO/IEC 15408に基づいて評価・認証されたもの。

対象設備 下線部が拡充項目

・IDS・・・Intrusion Detection System (侵入検知システム)
・IPS・・・Intrusion Prevention System (侵入防止システム)
・WAF・・・Web Application Firewall（webアプリケーションファイアウォール）

約１．７億円（総務省部分）（富士キメラ総研「2008ネットワークセキュリティビジネス調査総覧」より推計）

【参考】H２２年度減収額（全体）：約２４０億円

減収額試算

中小企業等基盤強化税制の拡充、情報基盤強化税制の廃止



２ 改正内容
過疎法の延長を前提に、対象業種からソフトウェア業を除外し、コールセンターを追加した上で、１年延長。

過疎地域における事業用設備等の特別償却の対象事業の拡充及び延長
過疎地域における事業用資産の買換えの場合の課税の特例措置

○ 過疎地域における特別償却制度

設備＼業種 製造業 旅館業 ソフトウェア業
建物、付属設備 ○ ○ ○
機械、装置 ○ × ○

１ 現行制度概要
過疎地域内で個人又は法人が製造業等の事業の用に供する設備等を新増設した場合、特別償却が認められる。

・対象設備

・特別償却率 建物、付属施設 ６／１００ 機械、装置 １０／１００
・取得価額 ２，０００万円超

○ 過疎地域における事業用資産の買換えの場合の課税の特例

１ 現行制度概要
過疎地域外にある建物等の事業用資産を譲渡した場合において、当該事業年度（個人の場合は、当該譲渡の日の

属する年の１２月３１日まで）に過疎地域内にある事業用資産を取得し、かつ、その取得後１年以内に事業の用に供し、
又は供する見込みである場合の当該譲渡による譲渡益の一部に対する課税の繰延べを認める特例措置。

２ 改正内容
過疎法の延長を前提に継続。

（参考） 現行適用期限

法人税： 平成２３年 ３月３１日

所得税： 平成２３年１２月３１日



国 内

利子

非課税 ※平成11年～

非課税 ※平成19年～

海
外
投
資
家
（非
居
住
者
、
外
国
法
人
等
）

課税（源泉徴収なし）
（法人税で課税）
※平成15年度～

利子

利子

利子

利子

課税（源泉徴収20％）
（源泉分離課税）

海 外

個
人
（居
住
者
）

（
資
本
金
１
億
円
以
上
）

国
内
法
人

国 債

地 方 債

機 構 債

海外投資家に対する地方公共団体金融
機構債券等の利子非課税制度の創設

煩
雑
な

手
続
き

海外投資家に対する地方債の利子非課
税手続の簡素化等

改正事項 国税-４

※さらに、外国でも外国の
制度に従って課税

社 債

財投機関債

日
本
で
課
税

（源
泉
徴
収
15
％
）

利子

利子

※20年度末証券形式残高 約70兆円

※20年度末証券形式残高 約20兆円

※20年度末証券形式残高 約680兆円

公社債市場

改正事項 国税-５

非居住者等の受け取る振替地方債の利子に係る非課税手続の簡素化及び非課税対象者等の拡充

非居住者等の受け取る振替地方公共団体金融機構債券等の利子等に係る非課税制度の創設



１．改正内容

合併の障害を除去するための措置である現行合併特例法（平成２１年度末失効）第１６条の地方税に関する
下記の特例について、平成２２年度以降の合併特例法においても引き続き設けるもの（期間は当該合併特例
法の有効期限内）。

① 市町村の合併後直ちに均一の課税をすることが、かえって住民負担の均衡を欠くこととなると認められる場合に一定期
間課税をしないことまたは不均一の課税をすることができる。【すべての市町村民税】

② 事業所税の非課税団体同士が合併して人口３０万以上の市となる場合に都市としての実態や人口実態に変化が必ずし
もないにもかかわらず事業所税が課税されることになることが合併の支障となる場合があるため一定期間政令による課税
団体の指定をしない。【事業所税】

③ 市町村合併に伴う税負担の増加を緩和するため、市町村合併に伴い特定市となる地域に所在する市街化区域農地のう
ち、新たに宅地並課税の対象となるべきものについては、一定期間宅地並課税の適用を受けないこととする。【固定資産
税、都市計画税】

２．改正理由

合併した場合、新市町村において基本的には、税率や税目を同一にする必要があるが、例えば、地方税の
税率が異なっている市町村が合併し、直ちに税率を同一にすることは、住民の負担に多大な影響があり、合併
が円滑に進まなくなるおそれがある。そのため、旧合併特例法及び現行合併特例法において、一定期間は課
税免除又は不均一課税をすることができる等の地方税の特例が設けられてきたところであるが、今回制定する
合併特例法においても、障害除去の観点から同様の特例が必要である。

３．適用実績

平成１１年以降の旧合併特例法下の合併件数５８１件のうち、第１項については２３６件、第２項については
７件、第３項については３４件の合併において特例が適用され、また、現行合併特例法下の合併件数４６件
（平成２２年３月３１日見込み）のうち、第１項については２５件、第２項については０件、第３項については６件
の合併において特例が適用されているところ。

市町村の合併の特例等に関する法律における地方税の特例措置の延長



新設型地方独立行政法人のうち、成立の前日に地方公共団体が行っていた業務に相当する業務のみを
行う法人について、非課税とする措置を講じる。

対象税目：道府県民税、不動産取得税、自動車取得税、自動車税、鉱区税、市町村民税、固定資産税、軽自動車税、
特別土地保有税、事業所税、都市計画税、水利地益税、共同施設税、宅地開発税

（参考）
・ 移行型地方独立行政法人のうち、成立の前日に設立団体が行っていた業務に相当する業務のみを行う法人につ

いては、既に非課税とされている。
・ 平成15年度税制改正において、移行型地方独立行政法人に係る非課税措置が新設され、平成16年度税制改正に

おいて、公立大学法人について、新設型地方独立行政法人が非課税措置の対象とされている。

○＜改正事項＞

「移行型」
地方独法

「新設型」
地方独法

公立大学
法人

国独法

設立団体が行って
いた業務のみを行
うもの

左記以外の業務
も行うもの

地方公共団体が
行っていた業務の
みを行うもの

左記以外の業務
も行うもの

国が行っていた業
務のみを行うもの

左記以外の業務
も行うもの

地方税

（不動産取得税、
固定資産税等）

非課税 課 税
課税
↓

非課税
（改正事項）

課 税 非課税 非課税 課 税

地方独立行政法人に係る非課税措置の拡充



（注２）対象地域：①過疎、②半島、③離島、④奄美、⑤小笠原、

⑥沖縄（離島に限る）、⑦豪雪、⑧山村、⑨特定農山村に限定

光ファイバケーブル
（端末系光幹線路）

事業所

公的機関

配線盤
（き線点）

最終
配線盤

一般加入者宅

光ファイバ
引込み線

事業者収容局等

電話網

インター
ネット 波

長
分
割
多
重
化
装
置

Ｉ
Ｐ
ｖ
６
対
応
型
ル
ー
タ
ー

（注２)

（１）光ファイバ（ＦＴＴＨ）関連設備

端末系
光端局装置

：対象設備

小規模収容局（ＲＴ局等）

デジタル加入者回線サービス等
提供用附帯設備

交換機
メタルケーブル

一般加入者宅

電源装置

ルーター

電話網

インター
ネット

（２）ＡＤＳＬ関連設備

小規模回線収容型デジタル加入者
回線多重化装置

１ 目 的 ： ブロードバンド・ゼロ地域を解消し、ユビキタスネット社会を支える世界最先端のネットワーク基盤を構築するため、光ファイバ等を
活用し、高画質映像の受発信等、大容量データの超高速通信に適応したブロードバンド基盤の全国的整備促進を図る。

２ 対 象 者 ： 電気通信基盤充実臨時措置法に基づき実施計画の認定を受けた次の者
（１）電気通信事業者 （２）有線テレビジョン放送事業者 （３）有線放送電話業者

３ 内 容 ： 対象者が下記の対象設備を取得した場合（※）に、取得後５年度分について、設備に応じて固定資産税の課税標準を２／３、３／４
又は４／５とする特例措置が講じられる。※対象者により対象となる設備が異なる

４ 改正内容：（１） 適用期限について、平成２３年３月３１日まで１年間延長（拡充部分については平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで）
（２） 対象者について、資本金の額又は出資金の額が５０億円未満の事業者に限定
（３） 対象設備に電気通信事業用ＩＰアドレス変換装置等を追加

電
気
通
信
事
業
用

Ｉ
Ｐ
ア
ド
レ
ス
変
換
装
置
等
（注
１
）

（注１）IPv4/IPv6トランスレーター、 IPv6対応管理装置、

IPv6対応VoIPサーバーを含む

今回追加される設備

ブロードバンドによる情報格差解消税制
（次世代ブロードバンド基盤を構築する施設に係る課税標準の特例措置）



特例民法法人の業務を承継するために設立された認可地縁団体が、平成２２年４月１日から平成２５
年１１月３０日までの間に解散した当該特例民法法人からその残余財産を取得するに際して一定の要
件を満たす場合には、その残余財産の承継に係る不動産取得税を課さないこととする。
（参考）平成２１年度税制改正において、同様の趣旨から、地方自治法第２６０条の２第７項に規定する認可地縁

団体で、一定の要件を満たすものが、平成２１年４月１日から平成２５年11月30日までの間に解散した特例民法
法人から残余財産を取得する場合には、その取得に伴う土地の所有権、地上権若しくは賃借権又は建物の所有権
若しくは賃借権の移転登記については、その期間内に登記を受けるものに限り、登録免許税を課さないこととさ
れている。

特例民法法人から業務を承継する目的で認可地縁団体として認可を受けた場合で、当該特例民法法
人から認可地縁団体に対して不動産を贈与した場合には、当該不動産に課されることとなる不動産取
得税を非課税とする。

地縁による団体（自治会・町内会等）に係る非課税措置の創設

市町村長による認可

特例民法法人から全て
の残余財産を引継

【国税】登録免許税
平成２１年度税制改正によ

る非課税措置の創設済

【地方税】不動産取得税
同様の趣旨で不動産の移行

に際して非課税措置を要望

税制改正の概要

○具体的措置のイメージ

特例民法法人において
解散による残余財産の
確定

課
税
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